
はじめに

１ 「動機の錯誤」に関する民法改正の

現況

法制審議会民法（債権関係）部会では、昨

年（2013年）３月に「民法（債権関係）の改

正に関する中間試案」（以下では「中間試案」

という）が公表され 、パブリック・コメン

トの手続を経た後、本年（2014年）夏に予定

されている改正要綱仮案の作成に向けて、最

終段階の審議が進められつつある。

今回の改正では、債権関係の中でも、特に

契約に関する規定を中心に見直しをおこなう

ことが企図されている。そのため、債権編の

中でも、契約ないし取引に関わる規定が検討

の対象とされるとともに、総則編でも、法律

行為と時効に関する規定が検討の対象とされ

ている。本稿では、このうち、改正の方向性

についてなお意見の対立が残る大きな論点の

一つとして、「動機の錯誤」に関する規定の

新設をめぐる問題を取り上げる。

「動機の錯誤」に関しては、現在のところ、

次のような規定を新たに設けるかどうかが検

討されている 。

「意思表示の動機に錯誤があり、かつ、次

のいずれかに該当する場合において、その錯

誤がなかったとすれば表意者はその意思表示

をせず、かつ、それが取引通念上相当と認め

られるときは、表意者は、その意思表示を取

り消すことができる
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⑴ 動機が法律行為の内容になっていると

き。

⑵ 動機の錯誤が相手方によって惹起され

たとき。」

このうち、⑴は、現在の判例の到達点を踏

まえたものとされているが 、「動機が法律

行為の内容になっていること」という要件が

わかりにくいという指摘のほか、「動機が表

示されて法律行為の内容になったとき」とい

うよく知られた判例の定式と異なる定め方を

することについて、なお異論も示されている。

また、⑵は、「動機の錯誤」が相手方によっ

て惹起されたときは、錯誤のリスクは相手方

が負担するのが当事者間の公平に合致すると

いう考え方にもとづくものであり、これまで

の裁判例でも、このような場合については緩

やかに錯誤無効が認められてきたことを受け

たものであるとされている 。しかし、この

ような規定を設けることに対しては強い異論

もあり、検討は最終段階の審議に持ち越され

ている。

⑴ 法制審議会民法（債権関係）部会「民法

（債権関係）の改正に関する中間試案」（平

成25年７月４日補訂）。これは、法務省の

ホーム ページ に 公 表 さ れ て い る ほ か

（http://www.moj.go.jp/content/

000112242.pdf）、本誌997号（2013）に収録

されている。また、この中間試案について、

各項目ごとにそのポイントを要約して説明す

る「（概要）」欄を付したものとして、法務省

民事局参事官室「民法（債権関係）の改正に

関する中間試案（概要付き）」（平成25年７月

４日補訂。以下では「中間試案（概要付き）」

として引用する）も同様に法務省のホーム

ページに公表されているほか（http://www.

moj.go.jp/content/000112244.pdf）、商事法

務編『民法（債権関係）の改正に関する中間

試案（概要付き）〔別冊NBL143号〕』（商事

法務、2013）として公刊されている。また、

これに詳細な説明を加える「（補足説明）」欄

を付したものとして、同「民法（債権関係）

の改正に関する中間試案の補足説明」（平成

25年７月４日補訂。以下では「中間試案補足

説明」として引用する）も、同様に法務省の

ホーム ページ に 公 表 さ れ て い る ほ か

（http://www.moj.go.jp/content/

000112247.pdf）、商事法務編『民法（債権関

係）の改正に関する中間試案の補足説明』

（商事法務、2013）として公刊されている。

⑵ 法制審議会民法（債権関係）部会資料76A

（http://www.moj.go.jp/content/

000121590.pdf、以下では「部会資料76A」

として引用する）２頁以下を参照。法制審議

会民法（債権関係）部会資料66B（http://

www.moj.go.jp/content/000118125.pdf、以

下では「部会資料66B」として引用する）３

頁以下も参照。

⑶ 前掲注⑵「部会資料76A」３頁を参照。

⑷ 前掲注⑵「部会資料66B」４頁以下を参照。

２ 本稿の課題

以上のように、「動機の錯誤」に関する規

定を明文化するかどうか、明文化するとして

どのように定めるかという点については、な

お意見が分かれている状況にある。その原因

の一つは、「動機の錯誤」に関して判例が実

際にどのような立場を採用しているかという

ことについて、共通の理解が形成されていな

いところにある。上記の提案は、まさにそれ

が実際の判例の立場を明文化したものである

と主張するのに対して、それに反対する意見

は、判例が実際に採用している立場はそれと

異なるという理解――どのように異なるかに

ついてはさらに意見が分かれるとしても

――を前提にしているとみることができる。

もちろん、判例の立場の当否はそれ自体と

して検討すべきことであるが、その前提とし

て、判例の理解が分かれたままでは、適切な

改正を望むことはできない。かりに意見が対

立したまま、明文化が見送られることになる

とすれば、それは「現行法」の理解が分かれ

たまま残ることを意味する。錯誤法の重要性

にかんがみるならば、それはゆゆしき事態と

いわなければならない。

そこで、本稿では、「動機の錯誤」に関し

て判例が実際にどのような立場を採用してい

るかということを明らかにし、それを踏まえ

て、民法改正の方向を検討することとした

い 。

⑸ 筆者自身、これまで錯誤に関する改正につ

いて検討したものとして、山本敬三「契約規

制の法理と民法の現代化⑴（２・完）」民商

141巻１号１頁・２号１頁（2009）、特に141

巻１号34頁以下、同「民法改正と錯誤法の見

直し――自律保障型規制とその現代化」曹時
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63巻10号（2011）１頁がある。改正の方向に

ついては、現在でも、基本的な立場に変わり

はない。

３ 取り上げる裁判例とその分類

判例の一般論によると、「意思表示の動機

の錯誤が法律行為の要素の錯誤としてその無

効をきたすためには、その動機が相手方に表

示されて法律行為の内容となり、もし錯誤が

なかったならば表意者がその意思表示をしな

かったであろうと認められる場合であること

を要する」とされている 。このうち、「動

機が相手方に表示されて法律行為の内容と

な」るという点については、①動機が相手方

に表示されることと②法律行為の内容になる

こととの関係がかならずしも明確でないこと

から、従来の裁判例でも、①と②の双方に言

及するもの のほか、①のみに言及するも

の や②のみに言及するもの もみられる 。

しかし、くわしくは で明らかにするとおり、

子細にみると、①のみに言及する場合でも、

それによって動機が「法律行為の内容」に

なったと評価することが可能であり、むしろ

動機が「法律行為の内容」になったと評価す

ることができる場合に、そのことを表現する

ために、動機が（明示または黙示に）表示さ

れたと判示されているとみることができる。

もっとも、従来の裁判例をさらに立ち入っ

てみると、このような理由づけが実際に機能

しているわけではなく、むしろ相手方の態様

が決め手になっていると考えられるものも少

なくないことがわかる。くわしくは で明ら

かにするとおり、そこでは、相手方が表意者

の動機の錯誤を惹起したり、表意者の動機の

錯誤を利用したりしたことが錯誤無効を認め

る実際上の理由になっているとみることがで

きる。

そこで、以下では、前者の、動機が「法律

行為の内容」になったか否かにより錯誤無効

の成否が判断されていると考えられる場合を

「法律行為の内容型」と呼び、後者の、相手

方の態様により錯誤無効の成否が判断されて

いると考えられる場合を「相手方の態様型」

と呼んで――このうち、相手方が表意者の動

機の錯誤を惹起した場合を「惹起型」、相手

方が表意者の動機の錯誤を利用した場合を

「利用型」ということとする――区別し、そ

れぞれの類型ごとに、錯誤無効の成否を左右

する要因を分析することとする。

具体的に検討の対象として取り上げる裁判

例は、動機の錯誤に関する戦後の裁判例のう

ち、錯誤無効を肯定したものを中心としてい

る。しかし、否定例でも、肯定例の意義を理

解する上で特に参考に値すると考えたものも

含めることとしている 。あらかじめその

リストをあげておくと、下記のとおりである。

出典のうち、WLJPCAという記号が含まれ

ているものは、Westlaw Japanのデータ

ベースによっている。

① 法律行為の内容型

【Ａ１】最二判昭和29・11・26民集８巻11号2087頁

【Ａ２】最一判昭和32・12・19民集11巻13号2299頁

【Ａ３】最一判昭和34・５・14民集13巻５号584頁

【Ａ４】最三判昭和37・11・27判時321号17頁

【Ａ５】最三判昭和37・12・25訟月９巻１号38頁

【Ａ６】最二判昭和38・２・１判タ141号53頁

【Ａ７】最三判昭和38・３・26判時331号21頁

【Ａ８】最二判昭和39・９・25裁判集民75号525頁

【Ａ９】最二判昭和40・６・25裁判集民79号519頁

【Ａ10】最二判昭和40・10・８民集19巻７号1731頁

【Ａ11】札幌地判昭和42・１・13判時493号49頁

【Ａ12】大阪高判昭和44・10・30高民22巻５号729頁

【Ａ13】東京高判昭和45・10・５東高民時報21巻10号205頁
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【Ａ14】最二判昭和47・５・19民集26巻４号723頁

【Ａ15】大阪高判昭和49・１・28判時742号63頁

【Ａ16】最一判平成元・９・14判時1336号93頁

【Ａ17】名古屋地判平成元・12・21判タ726号188頁

【Ａ18】東京地判平成２・６・14判時1375号79頁

【Ａ19】東京地判平成６・４・25判時1529号86頁

【Ａ20】東京地判平成７・12・26判時1576号51頁

【Ａ21】水戸地判平成10・２・18判タ1024号236頁

【Ａ22】仙台高判平成13・12・26金判1151号32頁

【Ａ23】東京高判平成15・２・102003WLJPCA02100005

【Ａ24】東京高判平成17・８・10判時1907号42頁

【Ａ25】東京地判平成19・１・162007WLJPCA01168007

【Ａ26】東京地判平成20・２・５ 2008WLJPCA02058002

【Ａ27】東京地判平成20・11・272008WLJPCA11278004

【Ａ28】名古屋地一宮支判平成20・12・16判時2041号114頁

【Ａ29】東京地判平成20・12・19判タ1319号138頁

【Ａ30】東京地判平成21・２・122009WLJPCA02128011

【Ａ31】大阪地判平成21・７・29判タ1323号192頁

【Ａ32】広島地判平成21・12・112009WLJPCA12116001

【Ａ33】東京地判平成22・２・162010WLJPCA02168002

【Ａ34】札幌地判平成22・４・22判時2083号96頁

【Ａ35】東京地判平成22・11・242010WLJPCA11248011

【Ａ36】神戸地姫路支判平成24・６・29金法1978号132頁

【Ａ37】東京地判平成24・７・172012WLJPCA07178016

【Ａ38】大阪高判平成25・３・22金法1978号116頁

② 相手方の態様型

ａ 惹起型

【Ｂ１】東京地判昭和40・11・８訟月12巻１号18頁

【Ｂ２】名古屋地判昭和45・８・26判時613号91頁

【Ｂ３】名古屋地判昭和52・11・14判時880号85頁

【Ｂ４】広島地判昭和54・６・29交民12巻３号883頁

【Ｂ５】東京地判昭和56・９・29判時1047号92頁

【Ｂ６】東京地判昭和61・１・30判タ627号150頁

【Ｂ７】横浜地判平成３・９・27判時1429号101頁

【Ｂ８】東京地判平成６・12・22判時1552号88頁

【Ｂ９】大阪高判平成８・３・27判時1585号35頁

【Ｂ10】福岡高判平成10・８・26判時1698号83頁

【Ｂ11】千葉地松戸支判平成13・３・27判時1760号113頁

【Ｂ12】津地判平成15・４・２ 2003WLJPCA04026001

【Ｂ13】宇都宮地判平成19・２・１判タ1250号173頁

【Ｂ14】東京地判平成19・２・９ 2007WLJPCA02098021

【Ｂ15】東京地判平成21・７・９ 2009WLJPCA07098010

【Ｂ16】大阪地判平成22・３・30金法1914号77頁

【Ｂ17】東京地判平成22・12・１ 2010WLJPCA12018003

【Ｂ18】東京地判平成23・３・30労判1028号５頁

【Ｂ19】東京地判平成24・１・31判時2162号74頁

【Ｂ20】東京地判平成24・７・26判時2162号86頁

ｂ 利用型

NBL◆ ( ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・



【Ｃ１】函館地判昭和47・７・19判タ282号263頁

【Ｃ２】東京地判平成22・７・292010WLJPCA07298006

【Ｃ３】大阪地堺支判平成24・２・15金法1960号138頁

⑹ 最一判平成元・９・14判時1336号93頁（後

記【Ａ16】）。

⑺ 後記【Ａ11】【Ａ20】【Ａ35】【Ａ36】【Ｂ

４】【Ｂ11】がこれにあたる。

⑻ 後記【Ａ１】【Ａ６】【Ａ７】【Ａ８】【Ａ

13】【Ａ16】【Ａ17】【Ａ18】【Ａ22】【Ａ24】

【Ａ26】【Ａ27】【Ａ29】【Ａ31】【Ａ32】【Ａ

33】【Ａ37】【Ｂ１】【Ｂ２】【Ｂ３】【Ｂ６】

【Ｂ７】【Ｂ８】【Ｂ９】【Ｂ10】【Ｂ12】【Ｂ

13】【Ｂ14】【Ｂ15】【Ｂ18】【Ｂ19】【Ｂ20】

【Ｃ１】【Ｃ２】【Ｃ３】がこれにあたる。

⑼ 後記【Ａ２】【Ａ３】【Ａ19】【Ａ23】【Ａ

25】【Ａ28】【Ａ30】【Ｂ16】がこれにあたる

（【Ａ34】は、「契約の大前提」としている）。

【Ａ５】は、動機が表示されても、「法律行

為の内容」とされていなければ、錯誤無効は

認められないとする。

裁判例の中では、①②に特に言及せずに、

法律行為の要素となっていることのみに言及

するものもある（後記【Ａ４】【Ａ９】【Ａ

10】【Ａ12】【Ａ21】【Ａ38】【Ｂ５】【Ｂ17】

がこれにあたる。【Ａ14】は、錯誤無効の否

定例であるが、表示の有無にかかわりなく、

法律行為の要素になっていないことを指摘し

ている）。これは、②のみに言及するものに

準ずるとみることができる。このほか、錯誤

無効の否定例であるが、①②に言及せず、相

手方が錯誤を知りまたは知りうべきであった

かどうかのみに言及しているものもある（後

記【Ａ15】）。しかし、以下の本文で述べるよ

うに、これはむしろ、動機にあたるものが

「法律行為の内容」とされていないことから

錯誤無効が認められないという方が他の裁判

例とも整合的であると考えられる。

「動機の錯誤」に関する判例については、

すでに詳細な分析・整理をおこなった研究が

存在する（例えば、小林一俊『錯誤の判例総

合解説』（信山社、2005）、森田宏樹「民法95

条（動機の錯誤を中心として）」広中俊雄＝

星野英一編『民法典の百年Ⅱ』（有斐閣、

1998）141頁等）。これに対して、本稿では、

現在の立法提案の当否を検討するために、判

例法の現在の状況を明らかにするという観点

から分析・整理をおこなうこととする。

法律行為の内容型に関する判例の

状況

１ はじめに

まず、動機が「法律行為の内容」になった

か否かにより錯誤無効の成否が判断されてい

ると考えられる裁判例からみていくことにし

よう。

この「法律行為の内容」となるという表現

については、それが実際にどのようなことを

意味するのかがかならずしも明確ではないと

いう指摘もある 。しかし、このような指

摘がされるのは、「法律行為の内容」と債務

の内容、特に給付の内容との違いが十分に意

識されていないためではないかと推察される。

「法律行為の内容」には、給付の内容だけで

なく、その前提となる事柄も含めることが可

能である。一般に動機の錯誤とされるものの

うち 、性質錯誤ないし属性の錯誤と呼ば

れるもの――意思表示の対象となる物の性質

に関する錯誤――は、動機が「法律行為の内

容」になれば、給付の内容を構成することに

なる。この場合は、そのようにして性質が給

付の内容を構成しているにもかかわらず、現

実の給付がその性質を備えていないときに、

錯誤無効が認められることになる。それに対

して、理由の錯誤ないし狭義の動機錯誤と呼

ばれるもの――意思表示をおこなう間接的な

理由に関する錯誤――は、動機が「法律行為

の内容」になっても、給付の内容を構成する

ことになるわけではなく、条件や期限と同様

に、その前提に関する合意がされたことにな

る。この場合は、そのようにして前提に関す

る合意がされているにもかかわらず、現実に

はその前提が備わっていないときに、錯誤無

効が認められることになる。

以下では、前者の錯誤にあたるものを「性

質錯誤」と呼び、後者の錯誤にあたるものを
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「前提錯誤」と呼ぶこととし、それぞれに関

する従来の裁判例を取り上げ、動機がどのよ

うな場合に「法律行為の内容」になるとされ

ているかをみていくこととする。

前掲注⑴中間試案補足説明18頁を参照。

山本敬三『民法講義Ⅰ総則〔第３版〕』（有

斐閣、2011）181頁を参照。

２ 性質錯誤

まず、性質錯誤が問題とされるのは、特に

特定物が契約の目的物とされる場合である。

この場合、その特定物が持つべき性質は、当

然に「法律行為の内容」となるわけではない。

そのため、それぞれの性質が特に「法律行為

の内容」とされたとみることができる事情が

必要とされている。従来の裁判例をみると、

性質について明示的な合意がされる場合のほ

か、その種の目的物について当然に備わって

いることが予定される性質や、締結過程にお

ける当事者の表示や対価の定め等から契約上

予定されていると評価される性質が「法律行

為の内容」になるとされていることがうかが

える。

⑴ 明示的な合意

まず、性質について明示的な合意があった

と考えられる場合に関する裁判例として、次

のようなものがある。

例えば、【Ａ27】は、ＸがＹから日蓮聖人

の真筆とされる曼荼羅を１億5000万円で買い

受けたところ、曼荼羅が真筆によるものでは

なかったというケースで、「日蓮聖人 大曼

荼羅御本尊 弘安四年九月 紙本 軸装 桐

箱」が売買の目的とされており、Ｙは「品目

が真正なものであることを表明し、保証す

る。」という特約が定められていることから、

真作を目的物とすることを明示的に表示した

ものというべきであるとして、錯誤無効を認

めている。ここでは、動機を明示的に表示し

たものとしているが、目的物の特定の仕方の

ほか、保証の特約があることが決め手とされ

ており、性質が「法律行為の内容」になって

いるとみることができる。

また、【Ａ29】は、Ｘが、Ａから紹介を受

け、Ａを転売先として、Ｙにデータ管理シス

テム等のソフトウエアを売却したが、引き渡

されたCD-ROMが商品として無価値であっ

たというケースで、製品の代金を合計７億

6740万円とし、品質保証の合意もされていた

のであるから、その動機は少なくとも黙示に

表示されていたとして、錯誤無効を認めてい

る。ここでは、動機が少なくとも黙示に表示

されたとしているが、代金額のほか、品質保

証の合意もされていたことが決め手とされて

おり、性質が「法律行為の内容」になってい

るとみることが可能である。

⑵ 当然に備わっていることが予定される性

質

次に、一定の性質がその種の目的物につい

て当然に備わっていることが予定される場合

に関する裁判例として、【Ａ34】がある。そ

れによると、新築マンションの設計段階で構

造計算書の偽装がおこなわれ、法定の耐震強

度を満たしていないのに満たしていると誤解

して、ＸらがＹからこのマンションの区分所

有権を購入したというケースで、Ｘらは、

「法令が要求する耐震強度を満たしているか

ら買い受ける」という動機を表示していな

かったとしても、当事者双方が契約の大前提

として了解している性状（法令が要求する耐

震強度の具備）に錯誤があった場合は、動機

が表示されたがその性状がなかった場合と同

視すべきであるとして、錯誤無効が認められ

ている。ここでは、その種の目的物について

当然に備わっていることが予定されている性

質は、特に表示していなくても、「法律行為

の内容」を構成しているとみることが可能で

ある。

⑶ 当事者の表示・対価の定め等から予定さ

れる性質

このほか、当事者の表示・対価の定め等か

ら一定の性質が契約上予定されていると評価

される場合に関する裁判例として、次のよう

なものがある。

ア 当事者の表示等

まず、主として当事者の表示を手がかりと

している裁判例として、次のようなものがあ

る。
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例えば、【Ａ21】は、美術品の販売等を営

むことを目的とする会社Ｘが、10年来の知己

である同業者Ｙから堂本印象作と表示のある

花鳥の画幅を「間違いのない物である」とい

うのを信じて150万円で購入したが、贋作で

あることが判明したというケースで、Ｙが明

確に保証する旨を述べた事実は認められない

としつつも、ＸＹの職業経験、両者の関係の

ほか、本件売買契約の締結の経緯、本件画幅

の代金額等によれば、本件画幅が真作である

ことが明示または少なくとも黙示的には売買

契約の要素であったと推認されるとして、錯

誤無効を認めている。ここでは、明確に性質

保証がされたとまではいいにくいとしても、

性質について売主が表示し、買主がそれに応

じて契約をしていることから、その性質が

「法律行為の内容」とされていると評価する

ことが可能である。

また、【Ａ17】も、主として絵画・版画等

の売買を業としていた会社Ｘの代表者Ａは、

Ｙが経営する画廊から、ピカソ真筆の余白署

名のあるオリジナル版画と信じて本件版画を

40万円で購入したところ、実はピカソの作品

でないことが判明したというケースで、Ｙが

Ａに対し、本件版画は「パブロ・ピカソの道

化師」という版画で、余白のサインもピカソ

の真筆であると述べ、その後、アメリカ鑑定

協会上席会員名義の保証書を送付したことな

どから、Ｘは少なくとも黙示に動機を表示し

ていたとして、錯誤無効を認めている。ここ

でも、同様に、性質について売主が表示し、

買主がそれに応じて契約をしていることから、

その性質が「法律行為の内容」とされている

と評価することが可能である。

イ 対価の定め等

次に、主として対価の定め等を手がかりと

している裁判例として、次のようなものがあ

る。

例えば、【Ａ19】は、ＸとＹが、土地の売

買契約を締結する際に、Ｙの借地権が存続す

るにもかかわらず、それが消滅したものと信

じていたというケースで、交渉過程において、

当事者間で、Ｙの借地権が消滅した事実を明

示の上、その事実を前提に更地価格を基準と

して代金額を算定し、決定しているのである

から、借地権消滅の事実は「意思表示の内

容」をなすとして、錯誤無効を認めている。

また、【Ａ９】は、Ｘが、Ｙの言により、

本件土地（合計６反９畝23歩）が水田に適す

る土地であって、Ｙに対する損害賠償債権額

100万円にほぼ見合うものと信じて、本件土

地を目的とする代物弁済契約を締結したが、

本件土地は価値の乏しい土地であったという

ケースで、この目的物の価値に関する錯誤は

法律行為の要素に関するものであるとして、

錯誤無効を認めている。これは、法律行為の

要素に関するものであるとしているが、代物

弁済契約の趣旨からすると、目的物が債権額

に見合うものであることが「法律行為の内

容」とされているとみることが可能である。

さらに、【Ａ13】は、ＸＹ間の調停手続に

おいて、ＸがＹに建物を買い取ってもらって

土地を明け渡すことになったが、Ｘは本件建

物に抵当権が設定されていることをＹや調停

委員に明かさず、抵当権の負担のないことに

見合った代金額が定められたというケースで、

本件建物に抵当権の負担がないことは合意の

前提事項であったとともに、そのことは表示

された動機であるとして、錯誤無効を認めて

いる。これは、動機が表示されているとして

いるが、抵当権の負担のないことに見合った

代金額が定められていることからすると、抵

当権の負担がないことが「法律行為の内容」

とされているとみることができる。

このほか、【Ａ18】は、Ｘが、Ａから賃借

している土地を買い受け、その部分を分筆し

た上、不動産会社Ｙに売り渡す旨の契約をし

たところ、本件土地と公道との間にＡが所有

する帯状土地が存在していたというケースで、

本件土地が公道に直接接しているとＹが理解

していることが売買契約を締結する際にＸＹ

間で当然のこととして了解されていたほか、

その帯状土地の存否により本件土地の交換価

値に相当の差が生じること等から、Ｙの動機

は、本件売買契約の合意事項の一部か否かは

別として、少なくとも契約締結の際に表示さ

れているとして、錯誤無効を認めている。こ

れは、おそらく、帯状土地の存否が当事者間
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でまったく話題に上ってもいなかったことか

ら、その不存在が合意されたと言い切ること

に躊躇があったものと推測される。しかし、

本件土地が公道に直接接していることに見

合った代金額が定められていることからする

と、そのことが「法律行為の内容」とされて

いるとみることが十分可能である。

３ 前提錯誤

次に、前提錯誤については、従来の裁判例

をみると、以下のように、制度の構造的な前

提に関する錯誤（以下では「構造的前提錯誤」

という）とそのようなものにはあたらない個

別的な前提に関する錯誤（以下では「個別的

前提錯誤」という）を区別することができる。

⑴ 構造的前提錯誤

ア 制度の構造的前提に関する錯誤

まず、制度の構造的な前提に関する錯誤に

ついて錯誤無効を認めた裁判例として、次の

ようなものがある。いずれも、動機が表示な

いし少なくとも黙示に表示されたとしている

が、このような構造的な前提は、表示されて

いる場合はもちろん、特に表示されていない

場合でも、「法律行為の内容」を構成してい

るとみることが可能である。

ア 融資制度・担保制度の構造的前提に関

する錯誤

例えば、【Ａ32】は、Ｘ が債務を一本化す

るために債権者の一人である貸金業者Ｙとの

間で消費貸借契約を締結し、その債務を担保

するためにＸ が保証契約・根抵当権設定契

約を締結したが、客観的にはＸ の既存の債

務は全体として過払状態にあったというケー

スで、Ｘ ・Ｘ は、Ｙに対し、既存の債務が

約定残高どおり存在し、その支払負担を軽減

するために本件各契約を締結する旨の動機を

少なくとも黙示的には表示していたといえる

し、Ｙもこの動機を認識していたとして、錯

誤無効を認めている。ここで、動機が少なく

とも黙示的には表示していたとされているの

は、債務を一本化するために消費貸借契約を

締結する場合は、準消費貸借契約と同様に、

既存の債務が存在することが構造的に前提に

なっていることによると考えられる。

また、【Ａ24】は、会社Ａが信用金庫Ｙか

ら2500万円の融資を受ける際に、71歳の高齢

で2500万円の支払能力もなかったＸが連帯保

証および物上保証をしたが、Ａはすでに倒産

必至の状態にあり、その約４ヵ月後に事実上

倒産したというケースで、保証契約の時点で

主債務者が破綻状態にないことは、保証しよ

うとする者の動機として、一般に、黙示的に

表示されているものと解するのが相当であり、

しかも、契約の際に、ＸがＹの担当者に対し、

「この会社大丈夫ですか」と確認したところ、

「大丈夫です」と返答したことなどから、Ａ

が破綻状態にはないことを信じて保証すると

いう動機が表示されているとして、錯誤無効

を認めている。ここでも、動機が表示されて

いるとしているのは、そもそも契約時に主債

務者が破綻状態にないことが保証制度の構造

的な前提になっているほか、締結過程におい

てそれを裏付ける当事者間の応答がみられる

ことによると考えられる。

同様に、【Ａ31】は、信用金庫Ｘが信用金

庫Ａの貸金債権を合併により承継する際に、

Ａの貸金につき信用保証をしていた保証会社

Ｙとの間で、主債務者Ｂへの貸金について保

証変更合意をしたが、すでにＢについて破産

申立てがおこなわれていたというケースで、

一般に、主債務者が破産の申立てにより期限

の利益を喪失していることを知ってなお、保

証責任の負担の延長等をしようとする者は、

通常、存在しないと考えられ、しかも、貸付

金融機関であるＸ自身が破産申立ての事実を

期限の利益の当然喪失事由として定めていた

ことからすると、主債務者に期限の利益喪失

事由が発生していないことが当然の前提とさ

れていると認められるとし、主債務者Ｂの破

産申立てによる期限の利益喪失の事実がない

ことが、保証変更合意の動機にすぎないとし

ても、少なくとも黙示に表示されているとし

て、錯誤無効を認めている。ここでも、動機

が少なくとも表示されているとしているのは、

主債務者の破産申立てによる期限の利益喪失

の事実がないことが、金融機関による保証制

度の構造的な前提になっていることによると

考えられる。
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イ 婚姻制度の構造的前提に関する錯誤

このほか、【Ａ37】は、ＡがＸと婚約する

時にＸと前妻との離婚が成立していないこと

を知らなかったというケースで、婚約の当事

者が独身であることは当然の前提になってい

るとして、Ａは婚約の意思表示に際し、Ｘが

独身であると認識していたことを当然に表示

していたとして、錯誤無効を認めている。こ

こでも、相手方が独身であるという動機を当

然に表示していたとしているのは、相手方が

独身であり、婚姻が許される者であることが

婚約という制度の構造的な前提になっている

ことによると考えられる。

ウ 共済制度の構造的前提に関する錯誤

また、【Ａ33】は、Ｘが、生涯にわたる保

障をうたうＹの共済制度に加入する契約をし

たが、保険業法の改正により、Ｙの共済制度

はＸの生涯にわたって保障を継続することが

著しく困難な状況になったというケースで、

生涯にわたる保障をうたう共済制度である以

上、その加入契約は、一定のリスクはあるに

しても、Ｙがその保険的事業および施設事業

を相当程度の長期間、安定的におこなえる見

込みがあることが前提になっており、当事者

は、その前提が黙示的に表示された状況で契

約していると評価すべきであるとして、錯誤

無効を認めている。ここでも、動機が黙示的

に表示されたとしているのは、生涯にわたる

保証をうたう共済制度である以上、事業を相

当程度の長期間、安定的におこなえる見込み

があることが構造的な前提になっていること

によると考えられる。

イ 制度目的の逸脱

以上のほか、制度が前提としている目的を

逸脱して利用されている場合に、錯誤無効を

認めているケースもみられる。この場合も、

そうした制度の目的に相当するものが「法律

行為の内容」を構成しているとみることがで

きる。

例えば、【Ａ23】は、Ａリゾート、Ｘ銀行、

Ｙの間において、Ａリゾートのゴルフクラブ

会員権を購入する者がその購入資金をＸ銀行

から借り入れ、Ｙが購入者のＸ銀行に対する

借入金債務を連帯保証するという提携ローン

の仕組みを利用して、Ｂが事業資金を調達す

るために名義借りをおこない、Ｘ銀行から

ローンの借入れをおこなったというケースで、

連帯保証人であるＹは、正規のローン契約が

締結されることを当然の前提とし、これを

「保証契約の内容」として意思表示をしたと

認めるのが相当であるとして、錯誤無効を認

めている。

また、【Ａ25】は、Ｙが、Ｘに対し、自動

車購入目的がないにもかかわらず、これを秘

してマイカーローンを申し込み、400万円の

貸付けを受けたというケースで、本件貸付け

は、資金使途が自動車購入に限定されており、

自動車購入目的がなければ貸付けはできない

ことが金銭消費貸借契約書証上明らかにされ

ていたものであるから、Ｙにおいて自動車購

入目的があることは「法律行為の内容」と

なっているとして、錯誤無効を認めている。

このほか、制度上予定していない者のため

に制度が利用された場合として、【Ａ36】は、

金融機関Ｘが、反社会的勢力であった主債務

者ＡがＸに対して負う貸金返還債務を保証し

ていた信用保証協会Ｙに、保証契約にもとづ

き、残債務の支払を求めたケースで、Ａが反

社会的勢力でないので保証するという動機は、

保証契約の当然の前提となっていた、または、

黙示に表示されていたとし、「意思表示の内

容」となっていたと認められるとして、錯誤

無効を認めている（その控訴審判決である【Ａ

38】は、Ａが反社会的勢力でないことは当然の

前提になっているとし、要素の錯誤があるとし

て、錯誤無効を認めている）。

⑵ 個別的前提錯誤

以上に対し、個別的な前提に関する錯誤が

問題となった裁判例は、数多く存在する。こ

れらは、問題となった前提の種類に応じて、

①給付の実現可能性、②給付の利用可能性、

③対価の取得可能性、④目的の実現可能性、

⑤リスクの程度、⑥税金の負担に関するもの

に分類することができる。この場合は、先ほ

どの構造的前提錯誤の場合と異なり、その前

提が当然に「法律行為の内容」を構成すると

はいえないため、特に「法律行為の内容」と

されたとみることができる事情が必要とされ
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ている。例えば、締結の経緯等からみて一定

の前提が備わることが共通の了解になってい

ることや、一定の前提を備えていることを予

定した代金額が合意されていること、契約の

目的について特に合意されたり、その目的を

実現するために必要な事柄が特に合意された

りしていることなどが、決め手とされている

とみることができる。

ア 給付の実現可能性

第一に、給付の実現可能性に関する裁判例

として、次のようなものがある。

ア 否定例

まず、【Ａ３】は、Ｙが、Ｘとの間で、土

地の上に建物を建築する旨の請負契約を締結

したが、その土地は学校用地に予定されてい

て建築許可が受けられないことが判明したと

いうケースで、建築請負契約において建築確

認を受けうるかどうかは契約の動機にとどま

るとし、本件契約にあたり、ＸとＹとの間で、

建築確認を受けうることを特に「契約の内

容」とした趣旨はうかがえないとして、錯誤

無効を否定している。

イ 肯定例

これに対して、【Ａ12】は、ＸがＹから貸

しビルの一室を賃借する旨の契約を締結した

が、本件ビルはＡの所有であり、ＹＡ間に紛

争があったというケースで、賃貸借契約にお

いてＹが本件建物を所有する旨が明示され、

それを前提として契約が締結されたほか、賃

借物も会社の事務所として長期にわたり使用

することを目的としたビルの２階部分であり、

ことに建設協力保証金の提供を内容としてい

る点等に照らすと、所有権の帰属は契約の重

要な要素をなしているとして、錯誤無効を認

めている。

また、【Ａ35】は、Ｘが営業を開始する予

定である「○○の郷」にＹが店舗を出店する

約定があったところ、同場所の電気保安管理

業務手数料等をＹが負担するとの合意があっ

たとして、ＸがＹに対し、当該手数料等の支

払を求めたのに対し、Ｙは、Ｘが「○○の

郷」を経営することは客観的に不可能な状況

にあったとして錯誤無効を主張したという

ケースで、本件合意は、Ｘが「○○の郷」を

経営できる状況にあることを当然の前提とし

ていたものと認められ、このＹの動機は黙示

的に表示され、本件合意をしたＹの「意思表

示の内容」となり、法律行為である本件合意

の要素となっていたとして、錯誤無効を認め

ている。

これらはいずれも、締結の経緯等からみて、

一定の前提を備えていることが共通の了解に

なっているほか、そのような前提を備えてい

ることを予定した債務を負担するという合意

がされていることが決め手とされているとみ

ることができる。

イ 給付の利用可能性

第二に、給付の利用可能性に関する裁判例

として、次のようなものがある。

ア 否定例

まず、【Ａ１】は、Ｘが、建物の所有者Ｙ

から、同建物に現に居住するＡから同居の承

諾を得ることができると考えて同建物を買い

受けたが、Ａが同居を拒絶したため、同建物

に居住することができなくなったというケー

スで、Ａの承諾を得ることについてＹに対し

何ら表示されなかったばかりでなく、売買の

際にＹはＸの代理人Ｂに対し、Ａの立退きに

ついては責任を負わない旨を申し入れていた

ほか、Ｂが手付金を持参した際に、Ｙの妻か

らその前夜にＡが同居を拒絶する旨をＸ側に

伝えてほしいという申し出があったことを告

げられたのに、Ｂは手付金を支払ったという

事実があることから、Ｘの動機は相手方に表

示されなかったとして、錯誤無効を否定して

いる。これは、動機の表示がされなかったと

のみ述べているが、Ａの同居の承諾が得られ

ることが「契約の内容」になっておらず、承

諾が得られないというリスクをＹ側が負担し

ていないことが決め手になっていると考えら

れる。

また、【Ａ７】は、Ｙが、借地上の建物を

Ｘから買い受けた際に、ＹもＸも、本件建物

の所有権を取得すれば当然にその敷地も使用

できるものと考え、敷地の所有者を確かめる

どころか、敷地について話し合うことすらな

かったというケースで、本件建物売買におい

て建物所有権取得の目的（動機）が表示され
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たという事実の証拠がないとして、錯誤無効

を否定している。もっとも、借地上の建物を

買い受ける場合に敷地の利用権を取得するこ

とは、構造的な前提とみてもおかしくはなく、

この場合はむしろ、表示の有無を問うことな

く、「法律行為の内容」になっていると評価

すべきだろう。

イ 肯定例

これに対して、【Ａ４】は、ＸがＹから造

材事業に供するために山林を買い受ける際に、

ＹがＸに対し、本件山林の北側山麓に開鑿道

路が開通したので造林事業の経営上きわめて

有利であると説明したので、Ｘがこれを真実

であると信じて、当初の買受希望価額を大幅

に上回る代金で買い受けたが、実際にはその

ような開鑿道路は存在しなかったというケー

スで、北側山麓道路が存在することは本件売

買契約の要素をなすものであるとし、錯誤無

効を認めている。この場合は、売主の表示の

ほか、一定の前提を備えていることを予定し

た代金額が合意されていることが決め手とさ

れているとみることができる。

ウ 対価の取得可能性

第三に、対価の取得可能性に関する裁判例

とみることができるのは、【Ａ30】である。

そこでは、被相続人Ａの生前に、Ａ、Ａの妻

Ｘ、Ａの前妻との間の子Ｙの三者で、Ａの死

亡後はＹがＸに対し毎月16万円を給付する代

わりに、Ｘは相続を放棄するとの覚書を交わ

し、Ａの死亡後に、Ａの遺産である不動産を

Ｙが取得する旨の遺産分割協議がされたが、

覚書で約束されたＸへの給付がされなかった

というケースで、本件遺産分割協議に際して、

Ｘはもちろん、Ｙもまた、本件覚書契約の存

在を十分に認識し、月額16万円の給付金を支

払う必要があると考えていたとして、本件覚

書契約の存在ゆえに、本件遺産分割協議に応

じる意思表示をしたというＸの動機は、Ｘの

「意思表示の内容」として明示され、Ｙもこ

れを認識していたとして、錯誤無効が認めら

れている。この場合は、締結の経緯からみて、

一定の前提のもとに合意をしていることが共

通の了解になっていることが決め手になって

いると考えられる。

エ 目的の実現可能性

第四に、目的の実現可能性に関する裁判例

として、次のようなものがある。

ア 否定例

まず、【Ａ15】は、買換目的でおこなわれ

た土地の売買に関するものであり、Ｘが、代

替地をＡから取得することができると信じて、

Ｘ所有の土地をＹに売り渡す旨の契約を締結

したが、代替地をＡから買い受けることがで

きなかったというケースで、錯誤無効が認め

られるためには、Ｘが代替地を買い受けるこ

とができないのにできるという錯誤をしてい

ることを、Ｙが知っていたかまたは知りうべ

きであったことが必要であるとした上で、本

件では、Ｙが知っていたかまたは知りうべき

であったことを認めるに足る証拠はないとし

て、錯誤無効を否定している。ここでは、錯

誤の認識可能性がないことが理由とされてい

るが、代替地を買い受けることができるかど

うかは売主が負担すべきリスクであり、その

ようなリスクを買主に転嫁することが「契約

の内容」とされていない以上、錯誤無効は認

められないという方が他の裁判例とも整合的

だろう。

また、【Ａ14】は、決済目的でおこなわれ

た定期預金契約の解約ないし支払委任に関す

るものであり、ＸＡ間の土地売買契約の合意

解除と山林の交換契約の締結により、ＸがＡ

に対して負担した清算金債務を弁済するため

に、ＸがＹとの間で締結していた定期預金契

約を合意解約し、その払戻金をＡに給付する

ことをＹに委任し、それにもとづいてＹが払

戻金をＡに支払ったが、売買契約の合意解除

および土地交換契約が錯誤により無効であり、

清算金債務は存在しなかったというケースで、

Ａに対する支払の動機は、Ｙに表示されたか

どうかにかかわりなく、本件定期預金の解約

および支払委任という法律行為の要素となる

ものではないとして、錯誤無効を否定してい

る。ここでも、定期預金を解約した払戻金を

何のために用いるかは預金者が負担すべきリ

スクであり、そのようなリスクを相手方に転

嫁することが「法律行為の内容」とされてい

ない以上、錯誤無効は認められないとみるこ
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とができる。

イ 肯定例

これに対して、【Ａ8】は、学校法人Ｘが、

表面上は緑地拡張のためとするが、軍用地と

すべき予定のものであることを契約の内容条

件として本件土地をＹ（大阪府）に売り渡し

たが、その後、本件土地が軍のために使用さ

れるべき事情はなかったことが判明したとい

うケースで、軍用地として使用されるべきこ

とが本件土地の売買契約の動機として相手方

Ｙに表示されていると認めるのが相当であり、

しかも、重要な事実について錯誤があったも

のということができるとして、錯誤無効を認

めている。ここでは、動機が相手方に表示さ

れているとしているが、軍用地として使用さ

れるべきことが「契約の内容条件」とされ、

当事者の共通の了解になっていたことが決め

手にされているとみることができる。

また、【Ａ11】は、宅地造成・分譲を目的

とした土地の売買に関するものであり、土地

の売買契約において、本件土地が保安林に指

定される予定であることを売主Ｘが知ってい

たにもかかわらず、宅地造成・分譲を業とす

る買主Ａに宅地造成・分譲を目的として本件

土地を売却したケースで、この目的は本件土

地の売買契約書に「本契約締結と同時に、Ｘ

はＡが第三者に対し分譲販売を行うに必要な

すべての行為を承認する」旨が記載されてい

る事実からも、明らかに表示されており、か

つ、Ｘはこの目的を知っていたことから、

「法律行為の内容」の錯誤となるとして、錯

誤無効を認めている。ここでは、契約書に目

的を前提とした記載がされていることが決め

手になっているとみることができる。

このほか、【Ａ10】は、決済目的でおこな

われた不動産の売買に関するものであり、Ｙ

が、ＡがＸに対して負担する借受金債務を引

き受け、これと売買代金を相殺することを約

して、Ｘに本件土地および附属建物を売却し

たが、ＸはＡに対する債権をすでに他に譲渡

し、その旨をＡに通知していたというケース

で、Ｙには要素の錯誤があったとして、錯誤

無効を認めている。ここでは、債務を引き受

け、これと売買代金を相殺することが約され

ていることから、決済目的が「法律行為の内

容」になっていると評価されたものとみるこ

とができる。

さらに、【Ａ28】は、権利を確保すること

を目的とした示談に関するものであり、交通

事故により、被害者Ｘが 柱関係と歯科関係

の傷害を負い、加害者Ｙが加入する保険会社

Ａとの間で、 柱関係につき障害等級11級７

号とされたことをもとに示談をおこなったが、

歯科関係の後遺障害について障害等級11級４

号を受けたことについては当事者双方が失念

したままになっていたというケースで、交通

事故にもとづく損害賠償の示談につき、後遺

障害についての等級認定を待ってこれにもと

づいておこなうときは、特段の事情がないか

ぎり、前提となった等級認定をもとに、これ

以外には当該交通事故にもとづく後遺障害や

等級認定が存在しないものとして、示談を成

立させるものであり、前提となった等級認定

や障害以外には、障害や別の等級認定がない

ことを前提とする旨の当事者の「意思の合

致」があったと考えるのが、当事者の合理的

な意思に沿うとして、歯科関係の後遺症に関

する限度で錯誤無効を認めている。

オ リスクの程度

第五に、リスクの程度に関する裁判例とし

て、次のようなものがある。

ア 否定例

まず、他に担保が存在することを信じて担

保を提供する場合は、それが特に「契約の内

容」とされていないかぎり、錯誤無効は認め

られないとした例が多い。

例えば、【Ａ２】は、ＡがＸから40万円を

借り受ける際に、Ｙが、Ａから、Ｂも連帯保

証人であると欺 され、その旨を誤信した結

果、Ａの債務について連帯保証をしたという

ケースで、保証契約は、保証人と債権者との

間に成立する契約であって、他に連帯保証人

があるかどうかは、通常は保証契約をなす単

なる縁由にすぎず、当然にはその「保証契約

の内容」となるものではないとし、本件では、

Ｂも連帯保証人となることを特に「保証契約

の内容」とした旨の主張・立証がないとして、

錯誤無効を否定している。
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また、【Ａ６】は、Ｙが、Ａの依頼にもと

づき、ＡがＸから借入れをする際に保証をす

ることを承諾し、借用証書に保証人として署

名捺印してＡに渡し、ＡがＸにこれを差し入

れたが、Ｙは、Ａから、Ｂも保証すると告げ

られ、借用証書にはすでに保証人Ｂと表示さ

れていたというケースで、かりにＹが保証契

約をしたのはＢが共同保証をすると信じたか

らであったとしても、Ｘとの間の保証契約の

締結にあたり、そのような動機が表示された

ことを認めるべき証拠はないから、本件保証

契約の要素とはならなかったというべきであ

るとして、錯誤無効を否定している。ここで

は、動機が表示されなかったとしているが、

その結果、Ｂが共同保証することがＸＹ間の

「保証契約の内容」とされていないことが錯

誤無効を否定する決め手になっているとみる

ことができる。

イ 肯定例

これに対して、【Ａ22】は、Ｙ がＡとの間

で代金約２億5000万円の工事請負契約をおこ

ない、この工事代金により返済されるものと

信じて、Ｙ がＸから1500万円の貸付けを受

ける際に、Ｙ の代表者Ｙ のほかＹ ・Ｙ が

連帯保証をしたが、Ｙ とＡの間の工事請負

契約の内容は架空であり、工事代金が支払わ

れる可能性が当初からまったくなかったとい

うケースで、本件工事代金の支払およびそれ

による返済の蓋然性が高いものであるとＸが

認識し、判断して貸付けがおこなわれ、

Ｙ ・Ｙ も同様の認識のもとで、自己が保証

人として本件貸金を返済する事態が発生する

恐れは少ないと信じて連帯保証契約をしたこ

とから、このことは黙示にＹ ・Ｙ らからＸ

に対し表示され、両者間の共通の認識となっ

ていたとして、錯誤無効を認めている。ここで

は、締結の経緯等からみて、一定の前提が備わ

ることが当事者の共通の了解になっていたこ

とが決め手とされているとみることができる。

カ 税金の負担

第六に、税金の負担に関する裁判例として、

次のようなものがある。

ア 否定例

まず、【Ａ５】は、ＸＹ間における土地の

売買契約の際に、Ｘにかかる譲渡所得税の賦

課に関してＹ側で税務署と折衝して法律上可

能なかぎり税額を低くとどめるように努力す

るという諒解事項があったというケースで、

「動機が表示されても意思解釈上動機が法律

行為の内容とされていないと認められる場合

には、動機に存する錯誤は法律行為を無効な

らしめるものではない」とした上で、Ｘに対

する譲渡所得税を税務署に対するＹ側の折衝

によりできるだけＸが主張する程度に低額に

決定徴収させることが本件「売買契約の内

容」にまでされていたと認めるに足る証拠が

ないとして、錯誤無効を否定している。

イ 肯定例

これに対して、【Ａ16】は、離婚に伴う財

産分与として夫婦の一方Ｘがその特有財産で

ある不動産をＹに譲渡した際に、Ｙに課税さ

れるものと信じていたが、分与者であるＸに

譲渡所得が生じたものとして課税されること

が明らかになったというケースで、Ｘは、財

産分与を受けるＹに課税されることを心配し

てこれを気遣う発言をしていたほか、Ｙも、

自分に課税されるものと理解していたことが

うかがわれることから、他に特段の事情がな

いかぎり、自分に課税されないことを当然の

前提とし、かつ、その旨を黙示的には表示し

ていたとして、錯誤無効を認めている。これ

は、前提を黙示的には表示していたとしてい

るが、むしろ、締結の経緯等からみて、その

前提が備わることが当事者の共通の了解に

なっていたことが決め手とされているとみる

べきだろう。

また、【Ａ20】は、ＸとＹの先代Ａが、土

地の交換契約を交換差金等以外の課税問題が

生じないことを前提として締結したが、課税

庁から法人税法50条・所得税法58条の適用を

否定されて課税されたというケースで、Ｘと

Ａは、双方に交換差金等以外の課税問題が生

じないで交換を実現できるという動機を相手

方に表示しており、かつ、多額の課税負担を

免れないとすれば、Ｘは本件交換の申込みを

せず、Ａもその承諾をしなかったといえると

して、この点は本件交換の「意思表示の内

容」の重要な部分、すなわち交換契約の要素
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になっていたとして、錯誤無効を認めている。

ここでも、締結の経緯等からみて、双方に交

換差金等以外の課税問題が生じないという前

提が備わることが当事者の共通の了解になっ

ていたことが決め手とされているとみること

ができる。

このほか、【Ａ26】は、ＸがＹの自己株式

をＡらから取得してＹに売却する際に、Ｘが、

株式をＡらからの取得価額と同一の価額でＹ

に売却し、Ｘに譲渡所得税がかからないこと

を前提としていたのに、後に所轄税務署がＸ

に配当所得があったと判断し、多額の課税が

されることが判明したというケースで、本件

売買の経緯に照らせば、ＸはＡらからＹへの

本件株式の移転に形式的に介在するのみで、

Ｘは本件売買により何らの利益を得ることが

ない一方、何らの金銭的負担も生じないこと

をＸＹとも当然の前提としていたことから、

本件動機はＸＹ間において黙示的に表示され

ていたとして、錯誤無効を認めている。ここ

でも、動機が黙示的に表示されたとしている

が、締結の経緯等からみて、Ｘに何らの金銭

的負担も生じないことが当然の前提として当

事者の共通の了解になっていたことが決め手

とされているとみることができる。

（つづく）
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相手方の態様型に関する判例の

状況

３で述べたとおり、従来の裁判例をみる

と、 で取り上げた裁判例のように、動機が

「法律行為の内容」となったかどうかではな

く、相手方の態様が錯誤無効の成否を判断す

る決め手になっていると考えられるものが相

当数存在する。これはさらに、相手方が表意

者の動機の錯誤を惹起した場合（惹起型）と

相手方が表意者の動機の錯誤を利用した場合

（利用型）に分かれる。

１ 惹起型に関する判例の状況

⑴ 不実表示型

このうち、相手方が表意者の動機の錯誤を

惹起した場合の多くは、相手方が誤った表示

をすることによってそのような動機の錯誤が

惹起されている。これをさしあたり、「不実

表示型」と呼ぶことにしよう。表意者と相手

方との間に情報・交渉力の構造的な格差があ

る場合――以下では「構造的格差型」という

――のほか、そのような構造的な格差がある

わけではないが、相手方の誤った表示により、

表意者が誤った決定をしてしまった場合

――以下では「決定侵害型」という――もか

なり存在する。

以下でみるように、ここで取り上げる裁判

例は、いずれも錯誤無効を認めているが、理

由づけはさまざまである。「法律行為の内容」

になっているとするものもあるが（【Ｂ４】

【Ｂ11】【Ｂ16】）、多くの裁判例では、表意者

の側が動機を表示、少なくとも黙示的に表示

しているという理由で無効が認められている

（【Ｂ１】【Ｂ２】【Ｂ３】【Ｂ６】【Ｂ７】【Ｂ８】

【Ｂ９】【Ｂ10】【Ｂ12】【Ｂ13】【Ｂ14】【Ｂ15】

【Ｂ18】【Ｂ19】【Ｂ20】）。しかし、これらの

ケースでは、表意者は、相手方の誤った表示

によって動機の錯誤に陥っているわけである

ので、そのような相手方に対して表意者が動

機を表示したことを問題にするのは、不自然

である。実際には、相手方の誤った表示によ

り、表意者に動機の錯誤を惹起したことが、

錯誤無効を認める決め手になっているとみる

べきだろう。

ア 構造的格差型

まず、当事者間に情報・交渉力の構造的な

格差がある場合に関する裁判例として、次の

ようなものがある。

ア 公法人との取引

第一は、公法人との取引に関する裁判例で

「動機の錯誤」に関する判例の状況と
民法改正の方向

京都大学大学院法学研究科教授 山本敬三 Keizo Yamamoto
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あり、【Ｂ１】がこれにあたる。それによる

と、逓信局からの土地買入れの申込みに対し、

Ｘが、営繕課長Ａ（契約担当官吏である逓信局

長から交渉を委任されていた者）から「売却に

応じなければ進駐軍の手によって強制接収す

ることになる」といわれたのを信じて、国Ｙ

に本件土地を売却したケースで、契約担当官

吏から交渉を委任された当該所管課長ＡがＸ

に述べた事実は本件売買契約の当事者間にお

いて表示されていたものと解するのが相当で

あるとして、錯誤無効が認められている（た

だし、控訴審では、錯誤無効は否定されてい

る）。これはまさに、情報・交渉力の構造的

な格差のある相手方の不適切な表示により、

表意者に動機の錯誤を惹起したことが、錯誤

無効を認める決め手になっているとみること

ができる。

イ 投資取引

第二は、投資取引に関する裁判例であり、

次のようなものがこれにあたる。

まず、【Ｂ16】は、Ｘが、証券会社Ｙ から

元本毀損リスクを有する仕組み債を購入する

際に、Ｙ の担当者Ｙ による「年15％、10年

で150％で回る」とか、株式と同じようなも

のと誤信させる言辞によって、本件仕組み債

は元本毀損リスクなしに年15％の利回りを相

当程度の確実さをもって期待することができ

るものと誤信したというケースで、Ｘの誤認

は、Ｙ らの不十分な説明と不適切な言辞に

よって惹起されたものであり、Ｘによる本件

仕組み債を購入する旨の「意思表示の内容」

になっているとして、錯誤無効を認めている。

これは、「意思表示の内容」になるとしてい

るため、上述した法律行為の内容型にあたる

とみることもできるが、証券会社という情

報・交渉力の構造的な格差のある相手方から

不適切な説明を受けたために錯誤に陥ってい

ることが錯誤無効を認める決め手になってい

るとみることもできる。

また、【Ｂ14】は、近く上場予定であり、

上場すれば値上がりが確実であるとのＹの勧

誘を受けて、ＹからＡ会社の未公開株式を

Ｘ が10株買い取ったほか、Ｘ がＸ を代理

して同様に10株買い取ったが、実際には上場

の予定がないものであったというケースで、

Ｙの言動によって短期間でＡ会社が株式を上

場するとの見通しを持つにいたったという事

情等に照らすと、ＹもＸ ・Ｘ がこのような

錯誤に陥っていたことは十分に知っていたと

認めるのが相当であり、Ｘ ・Ｘ の動機は明

示または黙示に表示されていたとして、錯誤

無効を認めている。これは、Ｘ も証券会社

の元社員であった者であるため、情報・交渉

力の構造的な格差があるとはいいにくいケー

スであるが、ここでも、表意者の動機が明示

または黙示に表示されていたというよりは、

その動機の錯誤が相手方の誤った表示によっ

て惹起されたことが錯誤無効を認める決め手

になっているというべきだろう。

イ 消費者契約

第三は、消費者契約に関する裁判例であり、

次のようなものがこれにあたる。

【Ｂ12】は、Ｙが、Ａの担当者Ｂから、医

療事務の勉強をしてその仕事をすると収入が

ふえ、教材を購入するためのローンも返済す

ることができるとの勧誘を受けて、Ａから本

件教材を買い受けたというケースで、Ｙは、

本件教材の売買契約を締結すればローンの返

済をなしうる程度の在宅ワークの提供を受け

られると誤信し、そのために締結するもので

あることをＡに述べたというべきであるとし

て、錯誤無効を認めている。

また、【Ｂ19】は、Ｘが保険会社Ｙと自動

車保険契約を締結する際に、Ｘが成績計算期

間を３年から１年に変更することを求めたの

に対し、Ｙの担当者Ａが短縮することはでき

ないと回答したのを受けて、成績計算期間を

３年とする特約を締結したが、実際には短縮

が可能だったというケースで、Ｘの動機はＹ

に表示されていたとして、錯誤無効を認めて

いる。

以上はいずれも、表意者の動機が表示され

ていたとしているが、むしろ、その動機の錯

誤が情報・交渉力の点で構造的な格差のある

相手方の誤った表示によって惹起されたこと

が決め手になっているというべきだろう。

このほか、【Ｂ11】は、交通事故の後遺障

害の賠償について、Ｘは、交通事故の加害者
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Ｙ が保険契約を締結していた保険会社Ｙ の

担当者Ａの説明を受け、後遺障害の損害額は

自賠責保険の保険額しか認容されないものと

判断して、この前提のもとに示談契約をした

というケースで、ＸとＡとの間では、「自賠

責保険の保険金額しか認容されない」ことが

明示または黙示的に表示されていたから「意

思表示の内容」になるとして、錯誤無効を認

めている。

同様に、【Ｂ４】は、交通事故の加害者Ｙ

の使用者Ｙ が保険契約を締結していた保険

会社Ａの社員ＢがＹ の代理人として被害者

Ｘらと示談交渉にあたった際に、Ｂの言動か

ら、Ｘらは自分たちの被った休業損害および

慰謝料につき自賠責保険の査定金額しか認容

されないものと誤解し、この前提のもとにＢ

の提示した金額でＹ ・Ｙ との間で示談契約

を締結したというケースで、ＸらがＢの提示

した金額に対し何らの異議を唱えることなく

これを了承したことから、Ｂは本件前提事項

を了知しえたものと解され、本件前提事項は

黙示的に表示されていたことから、それが

「意思表示の内容」になったとして、錯誤無

効を認めている。

これらはいずれも、「意思表示の内容」に

なるとしていることから、上述した法律行為

の内容型にあたるとみることもできるが、保

険会社という情報・交渉力の構造的な格差の

ある相手方の不適切な説明によって錯誤が惹

起されたことが錯誤無効を認める決め手に

なっているとみることもできる。

ウ 決定侵害型

これに対して、以上のように構造的な格差

があるわけではないが、相手方の誤った表示

により、表意者が誤った決定をしてしまった

場合に関する裁判例として、次のようなもの

がある。

ア 売買

まず、売買に関する裁判例として、例えば、

【Ｂ７】は、老朽船であっても、内航登録ナ

ンバーを有する船舶には船舶建造の引当資格

が付与されることから、Ｘが所有する船舶に

は1000万円以上の財産価値があったにもかか

わらず、ＹがＸに対し執拗に本件船舶を売り

渡してくれるように求め、これを180万円で

買い取ったというケースで、契約交渉の際に、

ＸがＹに対し、内航登録ナンバーが高く売れ

ることはないかと尋ねたところ、Ｙはそのよ

うなことはないと断言している等の事実によ

れば、Ｘの売渡しの意思表示には表示された

動機の錯誤があったものとして、錯誤無効を

認めている。

また、【Ｂ９】は、Ｘが、公道から買受け

土地までの道路について、真実は郵政省管理

通路であるのに、一般的に通行可能な開拓道

路であると誤信して本件土地を買い受けたと

いうケースで、現地案内のときの状況や物件

説明書の記載（「道路南側に開拓道路（幅員3.5

m）あり」）からすると、買主Ｘの動機は少な

くとも本件売買契約の締結の際に表示されて

いたものと認められるとして、錯誤無効を認

めている。

さらに、【Ｂ20】は、Ｘが、Ｙから、陶磁

器等につき、Ｙが会長と呼んでいる日本有数

の美術コレクターのコレクションから、通常

価格の10分の１程度で手に入るものであり、

そのうち陶磁器は百貨店から購入した間違い

がないものと告げられて、購入したという

ケースで、ＸがＹからの話をもとに本件陶磁

器等の入手先について誤解しているにもかか

わらず、Ｙがこれを正すこともせず、本件陶

磁器等は価値の高いものであるが、Ｙと所有

者との関係で通常価格より大幅に安く購入す

ることができると誤信したＸに本件陶磁器等

を販売し続けたことから、Ｘの動機は黙示に

表示されているとして、錯誤無効を認めてい

る。

以上はいずれも、表意者の動機が（黙示

に）表示されたことを理由としているが、む

しろ、その動機の錯誤が相手方の誤った表示

によって惹起されたことが錯誤無効を認める

決め手になっているとみるべきだろう。

このほか、【Ｂ17】は、Ｘが、Ｙから分譲

マンションのモデルルームとして使用する目

的で建物を賃借したが、建築基準法上の規制

により地下は駐車場以外の用途には使えない

建物であることが判明したというケースで、

本件建物は地下部分がその床面積の大半を占
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めている建物であり、貸工場・店舗・営業所

として使える旨のチラシ広告が出されていた

のであるから、本件建物の賃貸借においては、

本件地下部分をモデルルームを含む店舗とし

て適法に使用できることを当然の前提として

いたとし、本件地下部分の用途制限は、宅地

建物取引業者がこれを売買、賃貸するにあ

たって説明すべき重要事項であり、本件用途

制限によって、適法には本件地下部分を意図

したとおりに使用することができないことに

なるのであるから、要素の錯誤があるとして、

錯誤無効を認めている。ここでは、締結の経

緯等からみて、本件地下部分を店舗として適

法に使用できることが当事者の共通の了解に

なっていたとみる余地もあるが、少なくとも

相手方の不適切な表示によって表意者が錯誤

に陥っていることから錯誤無効が認められた

とみることができる。

イ 担保

次に、担保に関する裁判例として、例えば、

【Ｂ５】は、ＹがＸに対し、合計1607万円の

債務があるとのＸの主張を信じて、その担保

として、Ａに対する73万8860円の債権を譲渡

したところ、ＹのＸに対する債務は25万円し

かなかったというケースで、Ｙが債務額を誤

認せず、金額を認識していれば、債権譲渡を

しなかったと考えられ、この錯誤は要素の錯

誤にあたるとして、錯誤無効を認めている。

これは、動機が表示されたことや「法律行為

の内容」になったことには特に言及せずに、

法律行為の要素になっていることのみに言及

しているが、表意者の錯誤が相手方の誤った

表示によって惹起されたことが錯誤無効を認

める決め手になっているとみることができる。

また、【Ｂ６】は、公証人と称するＡが公

証人役場開設資金を信用金庫Ｙから借り入れ

る際に、Ａの行きつけの中華そば店の従業員

であり、公証人役場の事務員として採用され

ると誤信していたＸがその担保として根抵当

権を設定したというケースで、Ｘは、Ａが公

証人であり、Ｙからの借入金は公証人事務所

の開設資金に使用され、Ｘはこの事務所に雇

用される旨のＡの説明を信じたために担保提

供をしたもので、かつ、Ｙの融資係長Ｂはこ

の事情を熟知していたものと認められ、Ｘの

面前でＡがＢに対し、開設される事務所でＸ

が働くことになる旨告げていること等を勘案

すると、Ｘは、Ａの言動を介してＹに対し、

上記の動機を黙示のうちに表示していたもの

と認めることができるとして、錯誤無効を認

めている。ここでも、表意者の動機が黙示に

表示されていたというよりは、その動機がＡ

の誤った表示によって形成され、相手方であ

るＹもそのことを知っていたことが決め手に

なっているというべきだろう。

ウ 相続

このほか、相続に関する裁判例として、例

えば、【Ｂ10】は、会社Ｙ の株式を保有して

いたＡからその一部を譲り受け、Ｙ の取締

役に就任していたＹ が、Ａの死亡後、相続

人Ｘらに対し、Ａには一般債権者から多額の

借入れがある等と誤信させ、Ｙ の顧問税理

士Ｂからもその旨を説明した結果、Ｘらが家

庭裁判所に相続放棄の申述をしたというケー

スで、Ｘの動機は、事実上および法律上利害

関係を有するＹ らに黙示的に表明されてい

るとして、錯誤無効を認めている。

また、【Ｂ15】は、Ａの遺産の分割協議に

際して、Ｘが、Ｙから、法定相続分および遺

産の範囲について、法律の規定と異なる説明

を聞き、それを前提としてＹと遺産分割の交

渉をし、分割案がＸにとって有利であると信

じて、遺産分割協議書に署名押印等をしたが、

実際には、法律の規定に照らし、Ｘにとって

相当不利な内容のものだったというケースで、

Ｘが本件分割案を了承したのは、Ｙの説明が

正しく、本件分割案がＸに有利な内容である

からであるという動機は、Ｙらに対し、少な

くとも黙示的に表示されていたとして、錯誤

無効を認めている。

これらはいずれも、表意者の動機が黙示に

表示されたことを理由としているが、むしろ、

その動機の錯誤が相手方の誤った表示によっ

て惹起されたことが錯誤無効を認める決め手

になっているというべきだろう。

⑵ 誘導型

従来の裁判例をみると、以上のように相手

方が誤った表示をしたというよりも、表意者
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が誤信するような誘導がおこなわれたと評す

る方が実態に合っているとみられるケースに

関するものも存在する。これをさしあたり、

「誘導型」と呼んでおこう。ただ、この場合

も、相手方が積極的な働きかけをした結果、

表意者が錯誤に陥っているわけであるので、

これもまた、相手方が表意者の錯誤を惹起し

た場合にあたるとみることができる。

ア 労働関係

まず、労働関係に関する裁判例として、例

えば、【Ｂ２】は、女子従業員が結婚したと

きは退職することを要するという慣行が有効

であると考えて、女子従業員Ｘがやむをえず

退職願を提出し、会社Ｙとの間で合意解除が

されたというケースで、Ｙは当該慣行の存在

を理由にＸに対し、これにしたがうべきこと

を要求し、Ｙはこの要求に応じて退職願を提

出したのであるから、Ｘの動機は表示された

ものとし、錯誤無効を認めている。

また、【Ｂ３】は、同僚Ａの失踪原因につ

いて使用者Ｙに事情を申告したＸが、申告に

一部偽りがあることを追及され、他に秘匿し

ていることがあれば退職する旨の詫び状を提

出した後に、Ｙ側がすでにＸがＡとともに民

青に所属していることを承知していたことか

ら、民青のことは知られていないと思い込ん

でいたＸに対し、Ｙの部長Ｂらが民青関係の

資料を提示したところ、Ｘは、これが詫び状

にいう偽りに該当すると誤信して、Ｙに退職

届を提出し、Ｙが即時にこれを受理したとい

うケースで、詫び状作成の経緯および民青資

料提示直後の退職の意思表示であることから、

ＢらがＸの退職の意思表示の理由を察知して

いたことに照らし、Ｘの動機は黙示的に表示

されていたとして、錯誤無効を認めている。

さらに、【Ｂ13】は、スポーツクラブの経

営等をおこなう会社Ｙが、運営するゴルフク

ラブの収支状況が厳しいこと等から、在職

キャディＸらに対し、いったん雇用契約を終

了し、期間契約の契約社員として再雇用する

こととし、Ｙの社長Ａが、２月15日までに新

条件のもとで働く意思を表明しない場合は、

４月以降継続して勤務できない旨を示唆しつ

つ、表明をした場合は４月以降も勤務できる

ことを説明したところ、Ｘらは、Ｙの説明等

から、キャディ契約書を提出しなければ働く

ことができなくなると誤信して、キャディ契

約書を提出したというケースで、Ｘらの動機

は黙示に表示され、Ｙもこれを知っていたと

して、錯誤無効を認めている。

このほか、【Ｂ18】は、会社Ｙの従業員Ｘ

は、出退勤時刻を一定期間にわたり繰り返し

虚偽申告したり、旅費や交通費を不正請求す

る等の事実があったことから、懲戒解雇を恐

れて、自主退職の意思表示をしたが、実際に

はＸを懲戒解雇することは社会通念上相当と

いえなかったというケースで、Ｘは、Ｙから

の事情聴取において、在職したい意向が強い

ことを述べ、懲戒解雇と自主退職といずれが

得かを尋ねたのに対し、Ｙの人事担当者らは

「天と地の差がある。重みも、傷も違う。世

間の認め方も違う。」などといったほか、Ｘ

が、退職の意思表示をする直前に、「私の場

合は懲戒解雇があって、２種の選択の中で自

主退職をということで、言い出した」と発言

したことからすると、Ｘは、Ｙに対し、本件

退職の意思表示の動機は、懲戒解雇を避ける

ためであることを黙示的に表示したものと認

められるとして、錯誤無効を認めている。

以上のケースは、相手方（使用者）が誤っ

た表示をしたというよりは、表意者（労働

者）が誤信するような誘導をおこなったと評

する方が実態に合っている。いずれも動機が

（黙示に）表示されたことを理由としている

が、むしろ、相手方がそのような誘導をおこ

なったことが錯誤無効を認める決め手になっ

ているというべきだろう。

イ 慰謝料放棄の合意

以上のほか、【Ｂ８】は、Ｘ女とＹ男が男

女関係を解消する際に、ＹがＸに対し300万

円の慰謝料を支払う旨の合意をしたが、その

後、Ｘは、Ｙが以前と変わらない態度で接し、

Ｘを下宿に泊めたりしてくれたことから、Ｙ

との関係を取り戻せるならと考えて、Ｙの求

めにしたがい、慰謝料放棄書に署名指印した

が、Ｙの方は、もともとＸとは結婚する意思

はなかった上、Ｘの母のいやがらせや弁護士

からの厳しい追及を受けて不本意な合意を締
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結させられてしまったことから、Ｘに対する

愛情をまったく失っていたにもかかわらず、

Ｘに上記のように接したのは、もっぱら本件

合意の効力を覆すために、慰謝料放棄書を作

成させる目的によるものだったというケース

で、Ｙは、ＸがＹの示した態度からＹとの関

係を回復することができるとの期待を抱き、

その期待のもとに慰謝料を放棄する旨の意思

表示をしたということを十分知っていたもの

というべきであるとして、この動機は黙示的

には表示されていたといってよいとし、錯誤

無効を認めている。ここでも、ＹがＸの動機

を知っていたことが理由としてあげられてい

るが、むしろ、ＹがＸを誘導して自分に有利

な法律行為をさせていることが決め手になっ

ていると考えられる。

２ 利用型に関する判例の状況

このほか、以上のように、相手方が表意者

の動機の錯誤を惹起したわけではなく、表意

者が動機の錯誤に陥っているのを相手方が利

用したとみられる場合に関する裁判例もある。

以下にみるように、これらにおいては、表意

者が錯誤をしている事柄が相手方の側に関す

る事柄であるにもかかわらず、相手方がそれ

を正すことなく、自己に有利な契約をしてい

ることが錯誤無効を導く決め手になっている

とみることができる。

例えば、【Ｃ１】は、Ｘが反戦集会に参加

して逮捕拘留されていたことは懲戒解雇事由

にあたらないにもかかわらず、Ｘの父親が、

依頼退職をしなければ懲戒解雇処分にされる

と誤信して、Ｘを説得し、使用者Ｙに対し依

頼退職の意思表示をさせ、それが受理された

というケースで、Ｘの動機は黙示的にＹに表

示されていたといえるとして、錯誤無効を認

めている。このケースでは、Ｘが錯誤をして

いる事柄がＹの側に関する事柄――Ｙが懲戒

解雇をすることができるかどうか――である

にもかかわらず、Ｙがそれを正すことなく、

Ｘが依頼退職をするというＹにとって有利な

意思表示をそのまま受理していることが決め

手になっているとみることができる。

また、【Ｃ２】は、Ｙ から資金調達をして

Ｘに融資したＹ が、Ｘが所有する不動産に

根抵当権の設定を受けた後、三者間で、根抵

当権の一部をＹ に譲渡するとともに、当該

根抵当権の債務者をＸからＹ に変更する合

意をしたが、Ｘは、当該根抵当権がＸへの融

資に関連する債務以外のＹ の債務も担保す

ることまで認識して変更合意に応じたのでは

なかったというケースで、Ｘに融資するため

の資金をＹ がＹ に貸し付けるためには、Ｘ

が本件変更合意に応じなければならないこと

を認識し、やむなくこれに応じたというＸの

動機は、明示または黙示にＹ ・Ｙ に表示さ

れていたとして、錯誤無効を認めている。こ

のケースでも、Ｘが錯誤をしている事柄が

Ｙ ・Ｙ の側に関する事柄――Ｘへの融資に

関連する債務以外のＹ に対するＹ の債務も

担保するために根抵当権を変更すること

――であるにもかかわらず、Ｙがそれを正す

ことなく、自己に有利な変更合意をしている

ことが決め手になっているとみることができ

る。

さらに、【Ｃ３】は、貸金業者Ａとの間で

継続的金銭消費貸借取引をおこなってきたＸ

が、Ａに対して過払金を有していないものと

誤信して、Ａとの間で何らの債権債務がない

ことを相互に確認する和解契約を締結したと

いうケースで、Ｘは、取引履歴の開示を求め

る際に、過払金が発生しているのであれば返

還してほしい旨を申し入れていたほか、本件

取引に貸金業法43条１項の適用がなく、相当

額の過払金債務が発生していることを容易に

知りえたＡは、Ｘの動機を知悉していたもの

と推認できることから、Ｘの動機は黙示的に

表示されていたとして、錯誤無効を認めてい

る。このケースでは、過払金が発生していな

いという表示をＡが積極的にしているわけで

はないが、Ｘが錯誤をしている事柄がＹの側

に関する事柄――本件取引に貸金業法43条１

項の適用がなく、相当額の過払金債務が発生

していること――であるにもかかわらず、Ｙ

がそれを正すことなく、自己に有利な和解契

約をしていることが決め手になっているとみ

ることができる。

NBL◆ ( ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・



判例の状況のまとめと民法改正の

方向

以下では、ここまでみてきた「動機の錯

誤」に関する判例の状況をまとめた上で、民

法改正の方向性を検討することとする。

１ 判例の状況のまとめ

３で述べたとおり、「動機の錯誤」に関

する従来の裁判例は、動機が「法律行為の内

容」になったか否かにより錯誤無効の成否が

判断されていると考えられるもの（法律行為

の内容型）と、相手方の態様により錯誤無効

の成否が判断されていると考えられるもの

（相手方の態様型）に分かれる。

⑴ 法律行為の内容型

法律行為の内容型は、さらに、性質に関す

る錯誤と前提に関する錯誤に分かれる。

ア 性質錯誤

このうち、性質錯誤については、目的物が

持つべき具体的な性質は当然に「法律行為の

内容」となるわけではないことから、それぞ

れの性質が特に「法律行為の内容」とされた

とみることができる事情が必要とされている。

従来の裁判例によると、性質について明示的

な合意がされる場合のほか、その種の目的物

について当然に備わっていることが予定され

る性質や、締結過程における当事者の表示や

対価の定め等から契約上予定されていると評

価される性質が「法律行為の内容」になると

されているとみることができる。

イ 前提錯誤

次に、前提錯誤については、制度の構造的

な前提に関する錯誤とそのようなものにはあ

たらない個別的な前提に関する錯誤を区別す

ることができる。

このうち、制度の構造的な前提に関する錯

誤については、従来の裁判例によると、動機

が（少なくとも黙示に）表示されたとして錯

誤無効が認められている。しかし、そのよう

な構造的な前提は、表示されている場合はも

ちろん、特に表示されていない場合でも、

「法律行為の内容」を構成しているとみるこ

とができる。

これに対し、個別的な前提に関する錯誤に

ついては、そのような前提が当然に「法律行

為の内容」を構成するとはいえないため、特

に「法律行為の内容」とされたとみることが

できる事情が必要とされている。例えば、締

結の経緯等からみて一定の前提が備わること

が共通の了解となっていることや、一定の前

提を備えていることを予定した代金額が合意

されていること、契約の目的について特に合

意されたり、その目的を実現するために必要

な事柄が特に合意されたりしていることなど

が、決め手とされているとみることができる。

⑵ 相手方の態様型

相手方の態様型は、相手方が表意者の動機

の錯誤を惹起した場合（惹起型）と相手方が

表意者の動機の錯誤を利用した場合（利用

型）に分かれる。

ア 惹起型

ア 不実表示型

相手方が表意者の動機の錯誤を惹起する場

合の多くは、そのような動機の錯誤が相手方

の誤った表示によって惹起されている。従来

の裁判例をみると、消費者契約等のように、

表意者と相手方との間に情報・交渉力の構造

的な格差がある場合だけでなく、そのような

構造的な格差があるわけではないが、相手方

の誤った表示により、表意者が誤った決定を

してしまった場合にも、錯誤無効を認めるも

のがかなり存在する。

その際、「法律行為の内容」になっている

ことを理由とするものもあるが、多くの裁判

例では、表意者の側が動機を（少なくとも黙

示的に）表示しているという理由で無効が認

められている。しかし、この場合、表意者は、

相手方の誤った表示によって動機の錯誤に

陥っているのだから、そのような相手方に対

して表意者が動機を表示したことを問題にす

るのは、不自然である。実際には、相手方の

誤った表示により、表意者に動機の錯誤を惹

起したことが、錯誤無効を認める決め手に

なっているとみるべきだろう。

イ 誘導型

このほか、相手方が誤った表示をしたとい
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うよりも、表意者が誤信するような誘導がお

こなわれたと評する方が実態に合っていると

みられる場合に錯誤無効を認めた裁判例も相

当数存在する。ただ、この場合も、相手方が

積極的な働きかけをした結果、表意者が錯誤

に陥っているわけであるので、これもまた、

相手方が表意者の錯誤を惹起した場合にあた

るとみることができる。

イ 利用型

これに対して、以上のように相手方が表意

者の動機の錯誤を惹起したのではなく、表意

者が動機の錯誤に陥っているのを相手方が利

用したとみられる場合に錯誤無効を認めた裁

判例もいくつか存在する。そこでは、表意者

が錯誤をしている事柄が相手方の側に関する

事柄であるにもかかわらず、相手方がそれを

正すことなく、自己に有利な契約をしている

ことが錯誤無効を導く決め手になっていると

みることができる。

２ 民法改正の方向

「動機の錯誤」に関する判例の状況は、以

上のとおりであるが、これを「意思表示は、

法律行為の要素に錯誤があったときは、無効

とする」という現行民法95条本文から読み取

ることは不可能といわざるをえない。 およ

び でみたように、個々の裁判例で錯誤無効

を認めるために援用される理由づけにばらつ

きがみられたり、時として不自然な理由づけ

がおこなわれたりしているのは、明確な判断

基準が目に見える形で提供されていないこと

によると考えられる。少なくとも判例の立場

を是認するのであれば、実務の安定化をはか

るために、それを読み取ることができるよう

な規定を明文化する必要がある。

⑴ 法律行為の内容型に対応する準則の

明文化

まず、法律行為の内容型に関しては、現在、

法制審議会でも検討されているように、「動

機が法律行為の内容になっているとき」とい

う要件を定めるべきである。判例の一般的な

定式化のうち、「動機が表示されて」という

部分は、裁判例を子細にみると、現実には錯

誤無効を認めるための決め手になっていない

と考えられ、これを明文化することは適当で

はない。

別の機会に述べたとおり 、このことは、

理論的にも正当化が可能である。現在の一般

的な理解によると、法律行為をする際に、そ

の前提となる事実について認識を誤っても、

それは各当事者のリスクに属するのが原則で

ある。それぞれの当事者は、事実についての

認識を誤り、不利益をこうむらないようにす

るために、自ら情報を収集し、事実について

正確な認識を得る必要がある。このように、

情報収集に関する自己責任の原則を前提とし

た上で、現実の事実に関するリスクを相手方

に転嫁することを正当化するためには、それ

が合意の内容になっていることが必要である

と考えられる。そのような合意がされたとき

には、表意者は、事実を誤って認識したとき

でも、そのリスクを負う必要はなく、意思表

示の効力を否定することができる――相手方

が、自らした契約の効力を否定されるという

リスクを負担する――と考えるわけである。

これによると、基準となるのは「法律行為の

内容」になっているかどうかであり、それと

離れて特に「表示」を要求する意味はない。

したがって、「動機の錯誤」を理由として意

思表示の効力を否定するための要件としては、

その認識が「法律行為の内容」になっている

というだけで足りると考えられる。

⑵ 相手方の態様型に対応する準則の明文化

もっとも、以上のように法律行為の内容型

に対応する準則を明文化するだけでは、現在

の判例のすべてを尽くすことはできない。相

手方の態様型に対応する準則もあわせて明文

化することが不可欠である。

ア 惹起型に対応する準則

でみたように、相手方の態様型に関する

従来の裁判例の大半は、惹起型に関するもの

である。そのうちの多数を占めるのは、相手

方の誤った表示により表意者が動機の錯誤に

陥る場合であるが、相手方が誤った表示をし

たというよりも、表意者が誤信するような誘

導をおこなった場合も少なくない。したがっ

て、中間試案にみられたように 、錯誤が

「相手方が事実と異なることを表示したため
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に生じたものであるとき」に限定するのは適

当ではない。むしろ、現在、法制審議会でも

検討されているように、「動機の錯誤が相手

方によって惹起されたとき」という要件を定

める方が適当である。ただ、相手方が誤った

表示をした場合がその代表例であることは確

かである。したがって、例えば「動機の錯誤

が、相手方が事実と異なることを表示したた

めに生じたときのほか、相手方によって惹起

されたとき」というように、これを例示して

規定することも十分考えられる。

これも別の機会に述べたように、このよう

な規定を設けることは、理論的にも正当化が

可能である 。上述したように、情報収集

については自己責任の原則が妥当し、情報収

集に失敗するリスクを相手方に転嫁するため

には、それを合意の内容にしたことが必要と

される。しかし、相手方が事実と異なること

を表示するなどして、表意者の錯誤を惹起し

た場合は、相手方が表意者の意思決定を侵害

したとみることができる。この場合は、その

ような情報収集の失敗を惹起した相手方がリ

スクを負担すべき理由があると考えられる。

イ 利用型に対応する準則

問題は、利用型に対応する準則をどうすべ

きかである。

法律行為の内容型に対応する準則と惹起型

に対応する準則を明文化するだけでは、相手

方が表意者の動機の錯誤を惹起したのではな

く、表意者が動機の錯誤に陥っているのを利

用したとみられる場合に意思表示の効力を否

定するための手がかりが規定の上では示され

ないことになる。しかし、このような場合に

意思表示の効力を否定することを是認するの

であれば、そのための手がかりを明文で示す

ことが少なくとも望ましいということができ

る。

上述したように、従来の裁判例をみると、

相手方が表意者が動機の錯誤に陥っているの

を単に「利用した」というだけで錯誤無効が

認められているわけではなく、表意者が錯誤

をしている事柄が相手方の側に関する事柄で

あるにもかかわらず、相手方がそれを正すこ

となく、自己に有利な契約をしていることが

決め手になっているとみることができる。こ

れを定式化するならば、例えば、「相手方に

係る事項について表意者が誤認をしている場

合において、相手方がそのことを知り、又は

容易に知ることができたとき（ただし、相手

方が表意者に対し、当該事項について真実を告

げたときを除く。）。」と定めることが考えられ

る。

もっとも、 でみたように、利用型に属す

るとみられる裁判例の数は乏しく、少なくと

も立法化に熟したほどの判例法理が形成され

ているとみることができるかどうかについて

は、異論の余地もあるだろう。問題となる事

例の集積が進めば、さらに限定を加える必要

や、逆に別の要因が備わる場合にも広げる必

要が出てくる可能性は否定できない。そのよ

うな考慮から、利用型については明文化を見

送り、今後の解釈に委ねることも、選択肢と

してありうる。

その際の解釈の手がかりとなりうるのは、

上述した惹起型に関する規定である。相手方

が表意者の動機の錯誤を惹起した場合に、意

思表示の効力が否定されるのは、相手方が表

意者の意思決定を侵害したとみることができ

るからである。表意者が錯誤をしている事柄

が相手方の側に関する事柄であるにもかかわ

らず、相手方がそれを正すことなく、そのま

ま自己に有利な契約をする場合は、表意者の

錯誤を正すことが要請されるのに正していな

い点で、相手方が表意者の意思決定を侵害し

た場合と同視することができる。利用型に関

する規定の明文化についてコンセンサスが得

られないとしても、このような解釈の可能性

を残すために、少なくとも惹起型に対応する

準則を明文化しておく必要があるというべき

だろう。

山本・前掲注⑸曹時63巻10号19頁以下・65

頁を参照。

前掲注⑴中間試案２頁のほか、前掲注⑵中

間試案（概要付き）４頁以下、前掲注⑵中間

試案補足説明13頁以下を参照。

山本・前掲注⑸曹時63巻10号40頁以下・65

頁を参照。
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終わりに

「動機の錯誤」に関する判例の状況とそれ

を踏まえた民法改正の方向に関する検討は、

以上のとおりである。その骨子は、 でまと

めたとおりなので、繰り返さない。ここでは

最後に、以上の規定を明文化するにあたって、

「動機の錯誤」という用語を用いるべきかど

うかということにふれておきたい。

法制審議会の審議では、中間試案の段階ま

では、「動機の錯誤」という用語を使わず、

「目的物の性質、状態その他の意思表示の前

提となる事項に錯誤」がある場合という表現

が用いられていた。これに対し、中間試案の

後の審議では、「いわゆる動機の錯誤」とい

う用語が用いられ 、現在ではさらに「意

思表示の動機に錯誤があ」る場合という表現

で提案が定式化されている 。「動機の錯

誤」という用語は一般に確立した用語であり、

実務でも広く用いられていることがその背後

にあると推測される。

この「動機の錯誤」という用語は、もとも

と「意思表示は、動機に導かれて、一定の効

果意思が形成され、その効果意思を表示しよ

うという表示意思を媒介として、表示行為が

おこなわれる」とみる伝統的な意思表示理論

を前提としている。そのため、かりに「動機

の錯誤」という用語を明文化するならば、こ

の伝統的な意思表示理論を採用することをあ

らためて明示するという意味を持つものと受

けとめられる可能性がある。しかし、このよ

うな伝統的な意思表示理論の当否については、

賛否両論があるところであり 、現在にお

いてあえてその採用を明文で示す必要がある

とは考えられない 。

しかも、この伝統的な意思表示理論による

と、「動機」とは、「効果意思」に含まれない

ものとして位置づけられる。「動機」が「法

律行為の内容」になったときという判例の定

式がわかりにくいと感じられるのは、「動機」

という用語がこのような伝統的な意思表示理

論に由来するところにその一因があるとみる

ことができる。しかし、「法律行為の内容」

になったときという要件が判例上確立したも

のであり、また、上述したように、理論的に

も正当であるとするならば、むしろ「動機の

錯誤」という用語を見直し、より適切な用語

に置き換えることが望ましいというべきであ

る。

「動機の錯誤」のポイントは、意思表示を

する際に、表意者が事実を誤って認識したこ

とにある。つまり、表意者の事実認識と現実

の事実との間に齟齬があることが、ここでい

う「錯誤」である。その意味で、これはむし

ろ「事実錯誤」と呼ぶ方が内実をあらわして

いる 。そのように理解するならば、「動機

の錯誤」に関する準則を明文化する際にも、

例えば、「目的物の性質その他当該意思表示

の前提となる事実を誤って認識した場合」と

定めることが適当というべきだろう 。

前掲注⑵「部会資料66Ｂ」１頁。

前掲注⑵「部会資料76Ａ」２頁。

これを強く批判するものとして、平井宜雄

「法律行為前注」川島武宜=平井宜雄編『新

版注釈民法⑶』（有斐閣、2003）38頁以下を

参照。

民法（債権法）改正検討委員会編『詳解・

債権法改正の基本方針Ⅰ』（商事法務、2009）

108頁を参照。

山本・前掲注⑸曹時63巻10号13頁以下を参

照。

民法（債権法）改正検討委員会編『債権法

改正の基本方針〔別冊NBL126号〕』（商事法

務、2009）28頁は、「意思表示をする際に人

もしくは物の性質その他当該意思表示に係る

事実を誤って認識した場合」としている。こ

の定式でも問題はないが、 でみたように、

性質錯誤と前提錯誤にあたるものが含まれる

ことを明確にするためには、本文で述べたよ

うに定めることが適当と考えられる。
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